
新潟市社会福祉審議会運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，新潟市社会福祉審議会条例（平成１２年新潟市条例第４号。以下「条

例」という。）により設置された新潟市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運

営に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 審議会は，次の各号に掲げる事項について調査審議する。 

 ⑴ 民生委員の適否の審査に関すること 

 ⑵ 身体障がい者の福祉に関すること 

 ⑶ 知的障がい者の福祉に関すること 

 ⑷ 高齢者の福祉に関すること 

 ⑸ 児童の福祉に関すること 

 ⑹ 母子家庭及び寡婦の福祉に関すること 

 ⑺ 母子保健に関すること 

 ⑻ 母子寡婦福祉資金の貸付金の停止に関すること 

 ⑼ その他社会福祉の増進に関すること 

 

（組織） 

第３条 審議会は委員５０人以内で組織する。 

 

（委員） 

第４条 委員は，次の各号に掲げる者のうちから，市長が任命する。 

 ⑴ 市議会議員 

 ⑵ 社会福祉事業に従事する者 

 ⑶ 学識経験のある者 

 

（臨時委員） 

第５条 審議会に，特別の事項を調査審議するため必要があるときは，臨時委員を置くこ

とができる。 

２ 臨時委員は，市長が任命する。 

３ 臨時委員は，当該特別の事項の調査審議が終了したときは，解任されるものとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第６条 審議会に委員の互選による委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は，会務を総理し，会議の議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，副委員長がその職務を代理する。 

 

 

資料２



（専門分科会） 

第７条 審議会に次の左欄に掲げる専門分科会を置き，右欄に掲げる事項を調査審議する。 

名        称 所掌事務 

民生委員審査専門分科会  民生委員の適否の審査に関すること。 

 障がい者福祉専門分科会  身体障がい者の福祉に関すること。 

知的障がい者の福祉に関すること。 

 高齢者福祉専門分科会  高齢者の福祉に関すること。 

 児童福祉専門分科会  児童の福祉に関すること。 

 母子家庭及び寡婦の福祉に関すること。 

 母子保健に関すること。 

 母子寡婦福祉資金の貸付金の停止に関すること。

２ 審議会は，必要に応じ，前項に掲げる各専門分科会以外の分科会を置くことができる。 

 

（民生委員審査専門分科会の委員） 

第８条 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は市議会の議員の選挙権を有する審議会

の委員のうちから，委員長が指名するものとし，その数は１０人以内とする。ただし，

議会の議員のうちから指名される委員の数は，３人を超えてはならない。 

 

（専門分科会長及び専門分科会副会長） 

第９条 専門分科会に属する委員及び臨時委員（民生委員審査専門分科会にあっては委員）

の互選により，専門分科会長及び専門分科会副会長を置く。 

２ 専門分科会長は，当該専門分科会の事務を掌理する。 

３ 専門分科会長に事故があるときは，専門分科会副会長がその職務を代理する。 

 

（専門分科会の会議） 

第１０条 専門分科会の会議については，条例第４条の規定を準用する。 

 

（専門分科会の報告） 

第１１条 専門分科会長は，専門分科会に付託された事項について審議を終了したときは，

その結果について，委員長に報告するものとする。 

 

（専門分科会の決議） 

第１２条 第７条第１項に掲げる専門分科会の決議は，これをもって審議会の決議とする。

ただし，民生委員審査専門分科会を除く専門分科会にあっては，重要又は異例な事項に

ついてはこの限りではない。 

 

（審査部会及び児童養護部会） 

第１３条 障がい者福祉専門分科会に，身体障がい者の障がい程度の審査に関する事項を

調査審議するため，審査部会を置く。 



２ 児童福祉専門分科会に，児童相談所の措置等に関する事項の調査審議，児童虐待に伴

う重大な事例等の分析，検証並びに児童虐待の防止等に関する法律第１３条の５に定め

る報告の受理をするため，児童養護部会を置く。 

３ 審査部会及び児童養護部会にそれぞれ，部会長１名を置き，各部会に属する委員及び

臨時委員の互選によりこれを定める。 

４ 各部会長は，部会の事務を掌理する。 

５ 各部会に副部会長１名を置き，各部会に属する委員及び臨時委員のうちから部会長が

指名する。 

６ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故ある場合は，その職務を代理する。 

 

（部会の議事） 

第１４条 審議会は，次に掲げる事項のうち，第１号から第３号までに係る事項について

諮問を受け又は意見を求められたときは，審査部会の，第４号から第６号までに係る事

項について諮問を受け又は意見を求められたときは，児童養護部会の決議又は意見を

もって審議会の決議又は意見とする。 

 ⑴ 身体障がい者の障がい程度に関して諮問を受けたとき 

 ⑵ 身体障害者手帳の交付に係る医師の指定及び指定の取消に関し意見を求められたと    

  き 

 ⑶ 更生医療を担当する医療機関の指定及び指定の取消に関し意見を求められたとき 

⑷ 児童の措置に関し意見を求められたとき  

⑸ 里親の認定に関し諮問をうけたとき 

⑹ その他児童養護部会の意見を聞く必要があると認められたとき 

２ 各部会の招集，議事の定員及び表決数については審議会について定められているもの

の例による。 

 

（専門分科会等の会議の特例） 

第１５条 専門分科会長，審査部会長及び児童養護部会長は，緊急その他やむを得ない理

由があるときは，会議の開催に代え，委員に対し，書面により意見を求めることができ

る。 

 

（庶務） 

第１６条 審議会の庶務は，福祉部福祉総務課において処理する。 

 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，委員長が審

議会に諮って定める。 

 

  附 則 

 この要綱は，平成８年４月１日から施行する。 

 



  附 則 

 この要綱は，平成１０年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は，平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成１７年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２０年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２８年１０月１日から施行する。 

 


